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○阿達雅志君 おはようございます。自由民主党の阿達雅志です。本日は質問の機

会をいただきまして、ありがとうございます。 

 まず、リニア中央新幹線建設工事をめぐる不正事案への国土交通省の対応という

ことで質問させていただきたいと思います。 

 前回の委員会で山添委員から、このリニアの事件というのはスーパーゼネコンの談

合の温床になっているという御指摘ございましたが、私は、今回のこのリニア中央新

幹線建設工事というのは、まさに独禁法ということで限界事例なんじゃないかと。 

 これ、以前にもちょっと質問させていただきましたけれども、それは、ＪＲ東海という

民間企業の発注方法が入札という形態を取った、随契ではなくて入札ということにし

たためにある意味生じた部分があるのではないかと。そしてまた、実際のそのスーパ

ーゼネコンというのが技術を持っているスーパーゼネコンであって、誰もが必ずしもで

きる工事ではなかった。そういう中で今回の事案というのは起きたのであろうというふ

うに思っておりますので、その辺、多少、山添委員とスタンスが違うものですから、当

然そこからのいろんな考え方についても相違が出てくるのではないかというふうに思

います。 

 そういう中で、これ、独占禁止法違反容疑が掛かった場合に、皆様御承知のとおり、

指名停止それから営業停止ということが行われます。この指名停止については、昭和

五十九年の三月二十九日に工事請負契約に係る指名停止時の措置要領という書類

が国交省、旧建設から出ており、また、営業停止については、平成十四年三月二十

八日付けで建設業者の不正行為等に対する監督処分の基準についてという、この二

つがあるわけですけれども、この二つを見比べたときに若干の相違がございます。 

 まず、営業停止、監督処分については、独禁法の法令違反の事実が確定した時点

で行うことということになっている。ところが、一方で、この指名停止については、起訴

又は逮捕が行われた場合に行われるという、こういうことにルールとしてはなっている

わけです。 

 このルールに基づいて今回も、このリニア中央新幹線の事案においては、平成二十

九年十二月十八日にまず家宅捜索が行われ、そして平成三十年三月二日に独禁法

違反容疑による逮捕が行われ、そして山添委員が国交委員会で質問されたまさにそ

の日の三月二十三日に独禁法違反による刑事告発、起訴がなされ、そして指名停止

措置がなされたということなんですけれども。 

 これまで建設業法に基づく処分ということでの営業停止はなされていないんですけ

れども、ただ、この一方で、私、ちょっとこういう限界事案の場合、やっぱり疑わしきは

罰せずということで、本来はこの営業停止処分については刑が確定するまでは処分

をしないということになっているのに、指名停止という、本来は入札参加をする資格が



あるにもかかわらず、ある意味懲罰的に指名停止になっているということは、これは

本当にこういう限界事案の場合にも妥当なんだろうかと。やっぱりこういう、もちろんそ

の当事者が自ら自認している場合は別なんですけれども、自認していない場合であっ

てもこういう入札への指名停止をするということはどうなんだろうと。 

 また、それとともに、今、独禁法においてはリーニエンシーが認められております。こ

ういうリーニエンシーが認められた場合のこういう指名停止処分、営業停止処分のこ

の在り方についてもやっぱりしっかりと法的な整合性を含めて考えていくべきではな

いかと思うんですけれども、この点について、この指名停止処分と営業停止処分の在

り方について、国土交通省の見解をお願いできればと思います。 

 

○政府参考人（藤田耕三君） まず、指名停止についてお答えを申し上げます。 

 指名停止は、工事事故を発生させた場合あるいは不正行為があった場合など、公

共工事の相手方として不適当と認められる者の入札参加資格を一定期間停止するも

のでございます。法令に基づく処分ではなくて、契約の当事者である発注者の判断に

より実施するという性格のものでございます。 

 実施に当たりましては、措置内容の客観性や公平性の確保とともに、不正行為等

が発生した場合にはできるだけ速やかに対応することも求められると考えておりまし

て、談合容疑で逮捕、起訴がなされた場合は、有罪判決が確定するまで待つことなく、

また認否にかかわらず、一定の事実関係の把握ができた段階で指名停止措置を実

施しております。このため、御指摘のように、事実関係の把握において難しい判断を

求められるケースがあることは認識をしております。 

 それから、指名停止とリニエンシーの関係でございますけれども、逮捕や刑事告発

の段階で指名停止措置を講じようとするときには、適用の有無が不明でありますので

指名停止期間には反映をしていないという運用になってございます。 

 いずれにしましても、客観性、公平性の確保、それから速やかな対応という要請が

ございますので、その両方の要請を念頭に置きながら、御指摘も踏まえつつ、今後と

も指名停止措置の適切な運用に努めてまいりたいというふうに考えてございます。 

 

○阿達雅志君 今おっしゃられたこの不正行為がはっきりした場合というのは、もちろ

んそういういろんな処分、これはもう迅速に行っていただく必要あると思うんですけれ

ども、ただ、やはりこの不正行為がはっきりするかどうかというところで、特に今回のよ

うに公正取引委員会の調査よりも検察の逮捕という行為が先に来たような場合という

のは、やっぱりこの事実、ある程度明らかになるまでしっかり見ていくということも必要

であるし、その辺について、国土交通省として、これ発注者の判断とはいっても、実質、

皆さん国土交通省のこういう処分の行方を見ていますから、やはりその辺についてし

っかりしたルール作りを今後も検討をいただきたいと思います。 


